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はじめに
筆者は以前にジェソップの国家論を検討する機会があった､｡そしてその折
に筆者は，彼の国家論が，１つには現代資本主義における低成長路線への移
行と，もう１つには理論陣営におけるいわゆる「マルクス・ルネッサンス」
の勃興とを背景としながら国家論研究に対して重要な新機軸を提供するもの
になっている，という評価を提起した。換言すれば，彼が理論研究の検討対
象に置いた「ミリバントープーランザス」的水準をさらに進展させる成果が
ジェソップ国家論には確認できるということに他ならないが，まさにそのよ
うな位置づけを根拠にしてこそ，彼の国家論を1980年段階における「現代国
家論の最前線」とみなすこも可能になったわけである。
以上のようなジェソップを巡る国家論研究状況の中で，彼による国家論研
究の最新成果が発表された。そこで，前著「資本主義国家』2)と比較して今回
のジェソップ「国家理論』3)においてどのような新しい考察の進展がみられる
かが検討課題となる。というのも，最近やや下火になったように思われる国
家論研究において，この彼の新著はまさしく90年代国家論研究の最先端に位
置するとみられるからであり，そのような意義を持つこの「国家理論」の立
ち入った検討を通してこそ現代国家論の前進も可能になるからに他ならない。
Ｉマルクス主義諸国家論の検討と国家の相対的自律性
〔１〕まず新著「国家理論』の論理構成をいくつかの理論ポイントに即し
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て読み取っておかねばならない。さて本書は４つのパートからなるが，最初
の第１部「マルクス主義の法・国家論，および法と国家の，資本主義経済お
よび階級闘争からの相対的自律性について」では本書全体の前提的視点の提
示という方向から，マルクス主義の政治・経済・法理論における古典的国家
諸アプローチが批判的に検討される。そのうちの(1)まず第１章「最近の資本
主義国家の諸理論」では「国家の位置をマルクス主義の言説に位置付け，資
本主義社会における国家の研究を目指した多様な理論的アプローチの妥当性
を評価しようとした」（65頁）とされ，具体的には，第１に①「国家について
の古典的テキスト」とみなしうるマルクス・エンゲルス・レーニンの諸説か
らコメントが始められていく。つまりここでは，「マルクス主義の古典にあっ
て，十分に体系化され，一貫的で支持可能な国家分析の理論を発見すること
はできない」（42頁）とされつつ，例えば，「国家を所与の社会における凝集
の要素として位置付けるもの」（40頁)，国家を「階級支配の道具」とみなす
もの,｢国家を,階級闘争にたいし特有な作用を含んだ政治支配の－体系と……
するもの」（41頁)，などの特徴的な６つのアプローチが指摘される。ついで
第２に②｢いくつかの古典的テーマの諸変種｣に目が移され,「新リカード派」
や「国家独占資本主義論」とともに「ミリパントープーランザス論争｣4)がと
りあげられる。そしてその中で，１つはミリパント5)に対しては，その「主な
関心が自由主義的多元主義の歪みと神秘化の暴麗におかれているから｣「ミリ
パントは，資本主義社会における国家の現実的性格や，資本にとっての利点
のみならず，国家の内在的限界も確定し得なかった」（44頁）と評論される一
方，もう１つとしてプーランザス6)に対しては，「国家に経済的土台からの完
全な自立性を認めるか，それとも，なんらの自立性も認めないか」の「２つ
の対極的立場で動揺を繰り返していた」（45頁）と批判されるといってよい。
そして最後に③グラムシに連なる「資本主義国家と人民一民主主義闘争」ア
プローチが取り上げられ，まずこのアプローチが「政治的・イデオロギー的
へゲモニーの問題を探求し，階級闘争の分析を大いに前進させた多数の概念
や仮説を練り上げてきた」点が意義づけられる。つまりこの「ネオ・グラム
シ」説では，「資本主義国家とは，単一のブルジョア階級によって操作される
道具にすぎないものではないという点が強調され｣,｢むしろ,ブルジョアジー
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の統一と，その政治的・イデオロギー的支配の組織化という点で，国家が決
定的役割にある」（61頁）と論じられていると総括されるが，他方，「資本主
義的性格をおびた国家に対する諸制約が過小評価されたり」逆に「政治とイ
デオロギーの自律性が過大に評価される傾向にもある」（同）ため，この「ネ
オ・グラムシ派のアプローチは，国家権力とイデオロギー的へゲモニーに与
える経済的制約という点で，修正される必要にある」（同）と結論されるわけ
である。
〔２〕以上のようなマルクス理論に根拠をもつ国家理論のサーベイを前提
にして次ぎに(2)第２章「法，国家，法一政治イデオロギーの最近の諸理論」
へ目を移そう。さてこの章では「法と国家」の理論分析諸パターンが検討さ
れていくが，最初に①「いくつかの主な理論的アプローチ」がまず概括され
る。つまり具体的には，「政治的支配領域と経済的生産領域との制度的分離の
必然性と，それが資本主義国家の固有の形態と機能に与える意味，これを導
出すること」にその主要な関心をもつ「資本理論」アプローチは,パシュカー
ニスの私法分析に基づきながら「法に固有な諸形態の必然性を導出し，その
平等性,中立性,普遍性の背後に潜む本質的な階級性を暴くこと」(73～74頁）
にその主課題がおかれていると位置づけられるし，またプーランザスに代表
される「アルチュセール派の構造主義」に関しては，それが「粗野な経済決
定論を拒否し，経済的契機と政治的契機との結合関係ないし資本主義的生産
様式の諸次元を追求している」（同）という意義をもちつつも，「最終審級に
おける経済的決定の位圃付けという点で,より暖味なものが認められ｣(75頁）
ると批判されていく｡そのうえで②グラムシ・アプローチ7)が問題とされ,｢強
制とヘゲモニー」を焦点とした「政府の装置と市民社会との有機的関係」を
強調しつつ，「彼は，一定の局面において，国家権力の行使にかかわる多元的
な社会諸勢力間の複雑な諸関係を特定化しようとした」（同)点にその特質を
求めながら，「このアプローチは，ブルジョア社会の法形態にそれほど直接的
に言及したものでないとしても，法体系の機能様式や，階級支配の確保に占
める法体系の役割という点で多くの洞察を提示している」（同）と評価される
といってよい。
さらに⑧｢私的個人化と公的統一性について」では,パシュカーニス8)に代
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表される「法を経済的土台の反映に還元し，また法の超政治化を支配的階級
の意志の具体化と見なす」（90頁）通説を批判するプーランザス説が立ち入っ
て検討されていく。まず「プーランザスは，法とは，資本主義的生産様式に
よって支配された社会の再生産にかかわる構造と実践の複合的統体にあって，
固有の地位と機能を有するものである」（同）と把握していると性格づけたう
えで，彼による「法の位極と機能」分析が考察される。すなわち，プーラン
ザスは，まず「資本主義法の経済的機能」として「法体系は，生産の担い手
を,敵対的諸階級の成員としてよりも，個別の法主体として審問する」(91頁）
という「孤立化効果」を指摘し，ついでそのうえで，「資本主義国家は，形式
的に自由で平等な法主体の抽象的総体と見なされた人民一国民の厳格に政治
的な公的統一体となって顕現する」(92頁)という，この私的領域における｢孤
立化効果」の，国家．法体系による「公的領域」での「統一化効果」＝「凝
集化」作用を示しているとする。そして以上のような「孤立化一統一化」と
いう特殊な法体系構造を前提にしてこそ，この国家が「私的諸個人の公的統
一体という姿を，代議諸機関において，その固有の集権的で官僚主義的な階
統制の枠組みを媒介として具現」（同）する必然性があるとされる。こうして，
「権力ブロックの統一性と被支配階級に対するヘゲモニーを確保するために，
こうした階級諸分派や諸階級に不断に働きかけ続ける必要がある」とともに
「法一政治イデオロギーが資本主義社会のイデオロギー総体を支配し，これ
が他のイデオロギー的言説の諸形態にも波及し」つつ「法の支配の運用」と
いう点で｢政治的階級支配の合理的一依法的正統性の基礎ともなっている｣(94～
95頁)，という形で，プーランザス理解が整理．評価されていく9)。
〔３〕これまでにフォローしてきた国家および法に関する諸理論の検討を
下敷にして，続いて(3)第３章「マルクス主義，経済決定論，相対的自律性」
へ入る.この章では，特にマルクス主義国家論においてこれまで極めて重要
な論点をなしてきた２つの問題について立ち入った検討が加えられる。その
まず第１問題は①「経済決定論」に関してであるが，最初にこの「経済決定
論」が「非経済システムの形態や機能も，必ずや，経済の形態と機能の必要
に照応しているはずであると主張するもの」（115頁）と定義づけられた後，
彼自身も「このような還元主義的議論を拒否する」としたうえで，「とはいえ，
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マルクス主義の立論を放棄するよりも，私は，マルクス主義の立論に,この
ような還元論が内包される必要がないということを示したい」（同）という基
本視点が確定されていく。以上をふまえて，この「経済決定論」については
最終的に次のように結論される。つまり，「非経済的要因が経済の再生産に不
可欠なものであるかぎり，経済は，第１審級，最終ないし中間審級にあって，
他の諸システムを経済的に規定するだけの自律性と自足性を欠いている｣(124
頁）以上，「ここから，他のシステムにも，ある程度の自律性が，また，恐ら
く，経済システムに類するだけの広い自律性が存在しているはずだ」（同）と。
そこで第２問題として，②このような一定の「自律性」をもつ「他のシス
テム」に関して「国家の相対的自律性」が対象とされる。すなわちこの「国
家の自律性｣がいくつかのアプローチに即して検討されていくが，最初は｢資
本一理論的アプローチ」に他ならない。さてこのアプローチには２類型があ
るとされ，まずその１つは，「国家の必然的機能を，固有の運動法則をもった
生産様式とみなされる資本主義の分析から引き出そうと試み」（125頁）つつ
「国家の必然的形態を，国家が遂行しなければならない機能から引き出そう
とする」（同)，いわば「資本主義の法則から出発するもの」である。そして
この類型では，「個別資本ないし他の階級諸勢力からの，国家の自律性が強調
されるけれども，国家形態の「媒介的』役割が，現実には，国家を「資本一
般」の要請に従属させることになると論じられ」る以上，結局「この研究に
は，最終審級における経済的決定がなお残留している」（同）と批判される･
次ぎにもう１つの類型は「資本関係の形態をもって始めるものであ」って，
たしかに「国家の形態を資本主義的生産様式の形態から引き出」（127頁）す
とはしても，「国家の機能が，何らかの第１の，中間の，ないし最終の審級に
おいて，資本の制度的論理と照応しているはずだとの主張にはなく」，「むし
ろ，「内的一外的」弁証に訴え，程度の差こそあれ，国家と経済との非必然的
照応性を認めるものとなっている」（同）と位置づけられていく。この意味で
この理論タイプにあっては，「資本主義的国家類型は,個別資本から自律して
いるのみならず,潜在的にも，「資本一般｣から自律し得ることになる」(127～
128頁）と評価されるわけであろう。
そのうえで次は「階級一理論的アプローチ」である。さてこのアプローチ
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にも２つの形態が区分できるが，その１つめは「階級諸力の道具主義的論理
をふくむものであ」って「粗野な道具主義｣１０)(129～130頁）と呼ばれる説に
他ならない。まさに「この分析類型の操作モデルは，他律的モデルの枠内に
あり，階級的要求や利益がスムーズに，また，ねじれることなく，それに照
応した政治的アウトプットに転換されるものとされる｣から｢この過程にあっ
て,いかなる自律性も,国家形態ないし国家管理に帰属せしめられない｣（同）
ことになってしまう。したがって「このような粗野な道具主義にあって，国
家は，そのときの支配的諸勢力の利益を増大するための伝導ベルトにすぎな
いものと論じられる」（同）のもいわば当然であろう。それに対して「第２の
階級一理論アプローチは，「内的一外的」弁証に訴える」（131頁）ものであり，
この研究の方向においては，まず「国家の形態は，階級諸力のバランスの形
成という点で，国家が積極的役割をはたさなければならないという必要性か
ら引き出されている」（同）とみなされていく。したがって，「その力点は，
階級闘争との関わりに占める国家の形態ないし活動にむけられることになる」
（同）と指摘されつつ，その場合，「階級諸力のバランスの形成に占める国家
の役割」としては「一般に，資本蓄積とブルジョア支配の維持にあるとみな
される」（同）点が興味深い。
そのうえでこれらの総括的な考察をふまえて③「４つの一般的結論」が以
下のように引き出される。まず第１は「｢相対的自律性」という言葉が使われ
るぺきであるとしても，それは，明確かつ説得的に規定されなければならな
い」（149頁）といわれて，「相対的自律性」概念の具体的考察の不可欠性が強
調される点である。次に第２に「もし強力な経済的決定性が，現実に，資本
循環に内在するとすれば，恐らく，他の制度的編制においても，類似の決定
の諸形態が存在することになろう」（150頁）と指摘することを通して，「資本
循環」以外にも（例えば「ブルジョア法体系」などにも）「固有の力学をそな
えた自律的編制」＝「機能的な自動閉鎖の内的メカニズム」が存在すること
が明示されていくといってよい。また第３として「最終審級における決定」
自体がそもそも「存在し得ない」とされたうえで，「むしろ，特定の問題につ
いて検討し，また，構造的メカニズムの固有の結合形態と戦略的行為こそ説
明されるべきであ」（152頁）るという，特定テーマ分析の重要性が主張され
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る。最後に第４は「我々が現実に直面しているのは，異なった制度的編制の
同時進行，相互浸透，相互適用という問題である」ため，そこでの「現実の
問題は，複合的な変化の局面にあって，特定の結果を規定している多様な制
度と社会諸力の相対的重みを評価することである」（同）といわれ，最終的に
は，「これは，説明の原理としての「相対的自律性」という概念を，理論的ご
み溜めに投げ込むことが可能であることを意味している」（153頁）と総括さ
れるわけである。
Ⅱ国家形態と資本利益
〔１〕そのうえで第２部「政治的代表，社会基盤，国家形態一コ－ポラ
ティズム，議会主義，国民利益」では，第１部で検討された「一般的な方法
論的・理論的諸原理のいくつかが，より特定の問題にどのように適用され得
るものであるかを示すもの」（156頁）となっている。そしてこのような課題
設定に立脚してこの第２部では「コーポラテイズムの多様な形態と，それが
資本蓄稲に与える意味，資本主義国家類型における実業の利益の代表，民主
制国家の階級的性格」（同）が考察対象におかれていくと考えてよい。
そこで(4)第４章「コーポラティズムの物質的・社会的基盤」では「資本主
義国家におけるコーポラ主義的傾向の政治的・経済的意義」の評価が試みら
れるが,①最初に｢コーポラティズムの諸定義｣'1)が検討される｡まずシュミッ
ターの「コーポラテイズム＝「国家によって承認ないし許可され」た「ひと
つの利益代表のシステム』」という「政治的代表分析型」定義（165頁）は，
たしかに「独創性もみとめられ……豊かな論述を構築し得る基礎ともなり得
る」としても「資本主義社会における国家の理論化という点では不＋分な基
盤に立っている」（同）とされるし，また「国家が，基本的に，私的に所有さ
れた経済界を４つの目標一統一，秩序，ナショナリズム，成功一のため
に,指導し，コントロールしている経済システム」（166頁）こそコーポラテイ
ズムだとみるウインクラーの定義については，「興味深く，刺激的なものでも
あるが｣，「それは資本主義の狭い理解と国家の主観主義的見解に依存してい
る」（167頁）と批判されていく。こうして以上のような代表的なコーポラテイ
-１７３－
金沢大学経済学部論集第17巻第２号1997.3
ズム定義は，「技術的，経済的ないし階級還元論的視点と，恋意的，折衷的，
場あたり的様式において，あるいは，このいずれかにおいて検討されている
にすぎない」（170頁）という難点をかかえていると総括されるとみてよい。
そのうえで②「マルクス主義的国家論視点からのコーポラティズムの位極
づけ」にすすむが，ここでは，単にコーポラティズムに限られない国家の基
本的特質に関して極めて重要な以下のような視点が提起される｡つまり，「(ａ）
国家とは，－組みの諸制度であって，それ自体は，ひとつの構造的総体とみ
なされるものであるから，権力を行使する主体とはなりえない」こと，「(ｂ）
政治的諸勢力は，国家から自立的に存在しているのではなくて，部分的であ
れ，国家の代表と介入の形態を媒介として形成されている」こと，「(ｃ）国
家権力とは，ひとつの複合的な社会関係であって，一定の局面における諸勢
力のバランス変化を反映する」こと，「(ｄ）国家権力が資本主義的であるの
は，所与の環境にあって，資本蓄積に必要な諸条件を創造，維持，あるいは
回復させるかぎりにおいてのことであ」（171頁）ること，という視点であり，
ジェソップの国家理論の特質がとりわけ鮮明に打ち出されていよう。つづめ
て言えば「国家とは，代表形態と介入形態の制度的複合体である」（174頁）
という点にこそ彼の国家規定の中枢があるとみてよいが，まさにこのような
「混成形態｣'2)をも視野に入れながら｢資本主義の多様な局面や偶発状況にお
ける蓄積の前提条件と異なった国家形態との適合性」の検討へ分析は移され
る。
そこで③「国家形態と資本蓄積」の問題に入り，まず「資本主義の運動法
則は，自然なものでも，不可避のものでもな」<「その実現は，不断の闘争
にある資本と労働とのバランスに依存している」（179頁）点がふまえられた
あと，「さまざまな政治的危機を免れ得ず,議会主義が資本のために機能し得
る力能が制限され，通常の環境にあってすら，多数の逆機能的結果を生み出
す可能性をはらんでいる」（181頁）という「議会主義の限界」も指摘されて
いく。そしてまさにこのような脈絡上にこそコーポラティズムの重要性がみ
えてくるのであり，議会主義の限界を「代表と介入を同一機関に融合しよう
とするコーポラ主義的傾向によって解決されること」および「職能的（コー
ポラ主義的）方向に即してコーポラティズムを再編し，介入の特定の目標が，
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直接的・恒常的に代表されるという方法で克服されること」（183頁)，との２
点からして，コーポラティズムは「資本と労働の政治的機関が蓄頓に関する
政策の公式化と執行に参加することを可能とさせる」（同）こになるといって
よい。しかし他方，「コーポラティズムは，労働過程における，また，これを
めぐる階級対立を除去し得ない」ため「国家装置の中心部において，階級対
立を再生産し，蓄積の政治的前提条件の継続的実現を中断させる可能性もは
らんでいる｣(184～185頁)という限界も決して否定できないと整理されていく。
〔２〕続く(5)第５章は「資本主義国家，資本の利益，ブルジョア支配」で
あり，この章では「ブルジョア社会において，雇用者の組織と同業組合が資
本主義の利益をどのように代表しているか」についての理論的諸問題が検討
される。最初にまず①「国家と資本利益の内在的代表関係の分析」をポイン
トにして「資本の支配と現代国家」のあり方が見定められていく。その場合
の分析アプローチが，ある程度すでに示されている「道具主義」「構造主義」
「形態規定」「｢戦略一理論」アプローチ」に設定されつつ，各アプローチの
意義と難点がそれぞれ指摘される｡このような道具立てに立脚して次に②｢価
値形態と資本の利益」に入り，「資本利益と国家」の内的関連を解明するため
のまず第１の論点として「生産様式としての資本主義の性格」の点から「資
本の利益という基本的問題」が検討されていく。さて，「資本の利益とは，法，
貨幣および国家のような，資本の多様な存在条件の協力を得て，価値形態が
再生産されることである」（223頁）が，そうだとしてもそこには,例えば，「資
本一般と個別資本との決定的違い｣，「価値形態が，価値の点からは組織され
ていない社会関係の諸形態に従属していること｣,｢可変資本と所得の二重性｣，
「資本主義が,組織化と機能の点でも，不断に大きな変化に服していること」
（223～226頁)，などという「ジレンマ」が伏在すると強調される。まさにそ
れへの対処としてこそ「蓄積戦略」という概念が必要になると説明され，③
「蓄積戦略とワイマール・ドイツにおける資本主義的利益」が問題にされる。
そしてこのワイマール・ドイツの現実的歴史分析の中から,｢資本循環の形式
的統一も実質的統一も，いずれも所与のものと見なすことができないもので
あること｣，「資本の集合的利益とは，個別資本が共有することになった多様
な利益に還元され得ないものであること｣，「管理上の，ないし組織上の解決
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策で済まされるような戦略など設定され得ない状況が起こり得たということ｣，
「資本の利益を，国家形態，政治的諸勢力のバランス，国際情勢と切り離し
て規定することがどんなに不可能なものであるかを明らかにしている｣(232～
234頁）こと，という「理論的教訓」が引き出されるといってよい。
ついで「資本利益と国家」の関係分析の第２論点として④「政治的代表と
国家の形態」が考察される。最初に「国家権力とは，形態を規定された社会
関係である」以上「国家の機能が，多様な蓄稲要件とどのように照応するに
至るかについて注意深い考察が必要になる」（235頁）として問題を提起した
うえで，そのために不可欠なポイントとして以下のような諸点が示される。
つまり，まず１つは「国家の形式的側面」への視角であって，国家における
「代表の諸形態，介入の諸形態，および制度的総体としての国家の接合の形
態」（同）が指摘されるし，もう１つは「その実質的側面」として，「国家権
力の有効性を支えている支持と抵抗の社会的基盤｣，「装置としての国家に，
ある機能的統一性を与えている国家の企図｣，「国家権力の行使の中心をなす
ヘゲモニー的企図の性格」の３点が主張されていく。みられる通り極めて重
要な視点であるが，しかしこのような視点を前提にしたとしても「資本主義
国家と資本支配の分析」は一元的な確定関連を決定できるわけではないこと
にも注意される。むしろそこには依然として「袋小路」が否定できないとあ
らためて整理されるといってよい。
〔３〕さらに(6)第６章は「民主主義国家と国民利益」である。すなわちこ
の章では，前章までで検討を加えてきた「国家と国民利益との相互関係」に
ついて，それを「リベラル・保守派」と「社会主義者」との間の「弁護と批
判」という論争を通して具体化しようとする点にその裸題が置かれる。そし
てそのうえで,｢社会主義者の分析がより優れた資本主義国家論となり得るた
めの方法」と「現代国家を，民主主義的で社会主義的なものに変革するのに
最も適したアプローチ｣(251頁)，という興味深い問題提起がなされるが,ジェ
ソップ理論の骨組みを確定することを基本目標とする本稿では，この点の指
摘のみに止めておきたい。
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Ⅲ蓄積戦略とヘゲモニー的企図
〔１〕ここから第３部「価値形態，資本主義国家，ヘゲモニー的企図」に
入るが，まず第７章は(7)「蓄積戦略，国家形態，ヘゲモニー的企図」に他な
らない。さてまず最初に①基本的分析視角として「蓄積戦略概念」があらた
めて正面から検討され，この「｢蓄積戦略』とは，多様な経済外的前提条件に
補完された特定の経済「成長モデル」を規定するもであり，またこのモデル
の実現に適合的な一般的戦略を概括するものでもある」（286～287頁）とまず
いわれる。そして「このようなモデルは，成功するためには，資本循環に占
める多様な契機……をひとつの分派……のヘゲモニーのもとに統一しなけれ
ばならない」が，「このような戦略がうまく組み上げられることによって行使
される経済的ヘゲモニーは，単なる経済的支配や，最終審級における，産業
資本の循環による経済的決定とは区別されるべき」（同)重要性をもつと意義
づけされるのである。その意味でこの「蓄積戦略」とそれに立脚した「経済
的ヘゲモニー」はまさに「国家と資本利益」とを結合する紐帯だとみてよい
が，そのうえで「ある戦略が真に「ヘゲモニー的」なものとなり得るのは，
それが権力ブロック内の非へゲモニー的諸分派や諸階級によってのみならず，
従属的な経済的諸階級によっても受け入れられる場合においてのことである」
（290頁）点も強調されていく。さらにこの点と関連してこの「蓄積戦略」の
意義・効果が整理され，概略以下の３点が特に重視されるとみてよい。すな
わち，１つめは「資本の集合的利益とは，所与のものなのではなく，個別資
本間の偶発的な共同体を確立する特殊な蓄積戦略において，また，これを媒
介として接合されねばならない」（292頁）という「蓄積戦略と資本利益」と
いう点であり，次に２つめは資本主義の「時期区分に占める，蓄積戦略の変
化という決定的役割」という「蓄積戦略と時期区分」というポイントであり，
そして最後に３つめは「所与の蓄積戦略における戦術の多様性と，所与の局
面でとり得る戦略の多元性」（295頁）に関る「戦略と戦術」という論点，が
それである。こうしてこの「蓄積戦略」の重要性が多面的に考察されている
と理解できよう。まさにこの「蓄積戦略」をふまえてこそ，「国家を媒介とし
てさまざまな社会諸勢力に対する物質的譲歩，象徴的応報，抑圧」の混在を
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端的に表現する「支配的なヘゲモニー的企図」（299頁）が次の考察課題とし
て表面化してくるわけである。
そこで②｢ヘゲモニーとヘゲモニー的企図｣'3)へ視点を転じると，まずその
「特質」が，その「関心」＝「軍事的成功，社会改革，政治的安定ないし道
徳的再生」などの「さまざまな非経済的対象」（｢蓄積戦略」の「対象」＝「国
民的ないし国際的規模で経済を拡大すること｣)，その「方向」＝「経済的諸
関係のみならず,市民社会と国家の領域に基礎をおいた，より広範な諸問題」
（｢蓄菰戦略」の「方向」＝「生産諸関係……したがって階級諸勢力のバラン
ス｣)，その「焦点」＝「全ての関連社会諸勢力間のバランス｣，その「対象」＝
「階級関係に止まらない」「｢国民一人民的」関係」（301頁)，の点からそれぞ
れ指摘される。ついでこの「ヘゲモニー的企図」が「成功」するための「鍵
的要因」が「その構造的規定｣，「その戦略的方向づけ｣，「蓄積との関係」の
３点に即してふれられた後，この「ヘゲモニー的企図」の「本質」が次のよ
うに総括されるといってよい。すなわち，「ヘゲモニーとは，資本主義社会に
あって，典型的ないし一般的なものであるということ，また，ヘゲモニー的
企図とは，なんらかの方法で，重要な社会的諸勢力のすべての支持を確保し
ようとするものであるということ，さらに，ヘゲモニー勢力自身は，長期的
に，従属的階級ないし非階級的勢力というよりも，経済的に支配的階級ない
し階級分派にほかならないということ」（305頁)，これである。
〔２〕この後(8)第８章は「プーランザスとフーコーの権力と戦略論」であ
り，この２人の理論家に即して「権力と戦略論」が学説的に検討されていく
が，ここでは考察を割愛して先を急ぎたい。そこで(9)第９章「政治戦略とし
ての国家」に入るが，この章では，最近のマルクス主義の国家論に認められ
る重要問題の，「戦略一理論」アプローチによる解決の試みが提案されていく。
最初に①議論の前提として改めて｢国家理論の諸アプローチ｣が集約され,｢｢構
造主義」アプローチと「道具主義」アプローチの区別｣，「経済主義的，政治
主義的，イデオロギー主義的，および｢政治経済的」アプローチの区別｣，「包
摂主義的，導出論的，接合的という区別｣「｢修正主義的』と「革命的』とい
うラベルによる区別｣，「｢資本理論」学派と「階級理論」学派の区分｣，「マル
クス主義の諸アプローチ全体と非マルクス主義の国家アプローチの特殊類型
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との対置」（364～368頁)，という６つの「分類枠組み」が設定されて検討さ
れるが，その結果としては「現実には，説得的で，すぐにも受容可能なマル
クス主義の資本主義国家の理論が存在しているわけではない」（362頁）と結
論されるとみてよい。まさにこのような理論状況をうけてこそ，「だが，戦略
の概念には，理念的に，こうしたアプローチを架橋するものとして適合的な
ものがあるように思われる」（371頁）として「戦略理論」へ志向が定められ
ていく。そこで②「｢戦略一理論」アプローチへ向けて」へと進む。まず彼は，
「私は，「戦略一理論的」諸概念をもって，資本理論学派が構築した，資本の
抽象的で単一的な本質的運動法則とその要請を，もっと具体的で，競合的・
偶発的な資本の理論に解消することができると思っている」（同)，としてこ
のアプローチの効果性を提示する。そして，この「戦略理論」アプローチは，
例えば「理論の中心的テーマ」を「蓄稲レジームの多様性，成長様式と調整
様式に求める」「しギュレーション理論」（372頁）や，「国家権力（国家装置
自体ではない）は，政治的な，また政治的に有意な闘争に占める諸勢力のバ
ランスの，形態を規定された凝縮と見なされねばならない」（374頁）とする
プーランザス理論や,｢支配体系の統一性そのものは,権力諸関係の戦略的コー
ド化の点から説明される必要にあると論じる」（376頁）フーコー理論におい
て例示されていると整理されていく。まさに以上のような論争的検討を通し
てそこから，「総じて，戦略的アプローチには，「資本一理論」アプローチと
「階級一理論』アプローチとのギャップを埋めるのに必要な「中範囲」の諸
概念を生みだし得るものがある」（379頁）という「暫定的結論」が導出され
るわけなのであろう。
以上を前提にしてさらにこの「戦略理論」の積極的考察へ視点が集中され，
③「政治戦略としての国家」が問題とされる。最初に，「国家とは，ひとつの
社会関係であって，実際，戦略の場，戦略の発生源，および，その所産とし
て分析可能である」（380頁）とアウトラインが示されたうえで，この３論点
が以下のように詳述されていく。つまり，（ａ）「国家体系とは，戦略の場で
ある」－「それは，戦略的選択性の体系として，すなわち，ひとつのシス
テムをなし，その構造と行動様式は，他にまして，あるタイプの政治戦略に
開かれたシステムとして分析することができる｣，（ｂ）「国家とは，戦略が練
－１７９－
金沢大学経済学部論集第17巻第２号１９９７．３
り上げられる場である」－「どのような秤量主体がかかわっており，また，
どのようなメカニズムが異なった戦略の関係化に作動しており，そして，異
なった戦略の追求から，社会構成体の再生産がどのように行われているので
あろうか｣，（ｃ）「国家体系の構造と行動様式は，過去の政治的諸戦略と諸闘
争における，また，これを媒介とした両者の所産の点から理解され得るもの
である」－「国家の支配的な戦略的選択性とは，部分的であれ，過去の戦
略的選択性の諸類型と，国家の変形のために採用された諸戦略との相互作用
の偶発的結果である」（380～383頁)，という３点に他ならない。そのうえで，
この「戦略一理論アプローチへの反論」を想定して，「戦略一理論アプローチ
は補足ではない」「戦略一理論アプローチでは不十分」「戦略諸関係の一般理
論に反対して」「切り札的戦略など存在しない」「戦略一理論アプローチは唯
物的である」「戦略には構造が必要である」（383～390頁）という５つの注意
点を予め対置する。このような舞台装置を確定したうえで最後にジェソップ
国家理論のエッセンスが次のように見事に体系化して提示される。こここそ
本書全体の白眉であるといっても過言ではないであろう。
そこで④「戦略一理論アプローチの諸含意」という形でジェソップ国家理
論体系の全貌が開示されるに至る。それは以下のような諸点から構成されて
いる（392～396頁)。
１「国家とは，多様な領域をふくんだ特殊な制度的総体であって，制度的
に固定的なものでも，まえもって設定された形式的ないし実質的統一体
ではない｡」
２「国家の形式的統一性は，常に，その実質的統一性と結合されなければ
ならない｡」
３「国家体系がおび得る実質的統一性は，この体系に統一性ないし一貫性
を押し付けようとする特定の政治的企図と闘争する｡」
４「制度的固定性，ないし，前もって与えられた統一性を欠いた総体とし
て，国家体系の多様な潜在的可能性が存在している｡」
５「国家体系は，ひとつの可変的な制度的総体ではあるが，中立的なもの
とみなされ得ない。それには，必然的に，櫛造的選択性が認められる｡」
６「国家体系の選択性とは，特定の戦略の追求という点で，個別の利害を
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実現しようとする異なった政治諸勢力に対し，国家体系が提供する示差
的機会とのかかわりにおいて設定されなければならないものである｡」
７「国家の階級的性格は，階級戦略と国家の関係によるものである。それ
は，国家形態そのものとして刻印されているわけではない｡」
８「国家とは，ひとつの社会関係であるということ，換言すれば，国家権
力とは，形態を規定された，諸勢力のバランスの凝縮である……｡」
９「国家権力とは，関係論的に評価され得るにすぎないものである.国家
自身は権力を保有しているわけではない－国家とは，ひとつの制度的
総体にすぎない。それは，一組の制度的力能と，この力を介在させる責
務を有するにすぎない。国家の権力とは，国家において，また国家を媒
介として行動している諸勢力の権力にほかならない｡」
１０「(国家とは）ひとつの戦略的土俵，政治的諸戦略の結晶化，あらゆる種
類の政治戦略ではなく，ある戦略に構造的特権を付与する特殊な政治形
態，（である｡)」
〔３〕さて，全体の最後は第４部「国家と社会の再考」と題されて，その
うちのまず⑪第10章では「反マルクス主義的復権論と脱マルクス主義的解体
論」が，そして次の(11)第11章では「政治経済学か，それともラディカルな自
律性か」としていくつかの最近の国家理論が，それぞれ検討に付されるが，
ここではそれらを割愛して，本稿の問題関心に即して('’第12章「国家を中心
に」の考察だけに限定することにしたい。そこでこの章に立ち入ると，ここ
ではある意味で本書全体のまとめがなされているともいえる。つまり，「国家
に関する最近の理論化｣に対応させて，「理論的対象としての国家の性格｣「国
家の理念,国家の企図,国家の形成の相互関係」「｢資本主義国家｣の性格｣「国
家と社会との逆説的関係」「両者の媒介の問題」「今後の国家理論の研究課題」
という「６つの鍵的争点」に焦点が合わされていく。まず最初は①「国家と
は何か？」であり，その「国家の一般的定義」が，「国家装置の中枢は，諸制
度や諸組織からなる弁別的総体から構成されており，その社会的に是認され
た機能は，社会の栂成員の共通利益ないし一般意志という名において，この
構成員に対し，集合的に拘束的な決定を設定し，これを強制することに求め
られる」（508頁)，として提示される。みられる通り，国家の「定義」が，そ
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の「総体性」「是認性」「一般意志性」「拘束性」「強制性」の点から過不足な
く示されているとみてよいが，そのうえでこのような「定義」のもつメリッ
トとして,｢一般意志ないし共通利益を主張することが国家システムの鍵的特
徴であり,国家を直接的政治支配ないし暴力的抑圧とは異なるものとさせる」
（同）点も指摘されるといえる。ついで②「国家の理念と理念としての国家」
へすすみ，まず問題のポイントが「｢国家」という概念が，現に登場をみたよ
うになぜ出現し，また，それはいつのことであったかという点」（517頁）に
設定されつつ，それへの解答が「｢国家」の概念が，近代社会において，当初，
政治支配の脱人格的装置の出現を叙述するための用語として登場したとする」
（520頁）論理において説明されるといってよい。こうして「国家」概念の出
現は近代社会の成立とその歩調を合わせていることが示されたが，それをさ
らに前提として，③「国家は資本主義的であるのか」という論点が提出され
る。その点に関しては，まず「国家の管理層にとって，国家が資本の必要と
利益にどのように奉仕すべきかという点で，単一の明確な準拠点など存在し
得」ず，あくまでも「国家権力が資本主義的なものとなるのは，それが，所
与の状況において，資本蓄積に必要な諸条件を創造，維持，あるいは回復す
るかぎりにおいてのことである」（526～527頁）と慎重な限定を付しつつも，
「資本主義的国家類型の３つの形式的な属性」が以下のように指摘されてい
く。すなわち，「この国家が資本主義的生産中枢から制度的に分離しているこ
と，および，これにともなって起こる強制的手段の「制憲化された」独占，
この国家が課税国家の形態をとり，その活動の経済的マトリクスに貨幣の役
割があるということ，法の役割と，こうした諸活動の行政的マトリクスとし
て合理的一依法的官僚制が存在していること」（529頁)，という３点に他なら
ないが，いずれにしても，「要するに，資本主義経済の変化と，固有の歴史的
ブロックを形成するための国家形態，この両者の構造的一対化ないし同時進
化の力学を考察しなければならないということ」（528頁)，にも注意が払われ
ていくわけである。
以上をふまえて最後に④「国家と社会の逆説」に関係づけながら「国家理
論の将来はいかに？」という展望にふれられる。つまり「現代国家にまつわ
る６つの一般的テーゼ」が総括されるとみてよく，それが以下のように列挙
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されていく（544～547頁)。
１「第１に，妥当な国家論とは，社会の理論と結合して展開されることに
よってのみ，可能とされるものである｡」
２「第２に，現代国家は極めて複雑に分化しているから，いかなるサブ．
システムも，構造的に，「最終審級において決定的なもの」とはなり得な
いし，また，いかなる組織も，その支配が全域に及ぶような単一の位階
的命令の体系の頂点を占め得ない｡」
３「第３に，国家とは，この逆説の最大の表れにほかならない。現代社会
の多様な制度的編制のなかで，国家こそが，最終審級において，この社
会の相互依存関係の管理に責任を負っている｡」
４「第４に，国家は，固有の秤量様式と機能手続をそなえた複合的な制度
的総体として，また，自らの多様な制度と力能に訴えて，特定の目的を
実現せんとする政治的実践の場として，分析されなければならない｡」
５「第５に，ひとつの制度的総体として，国家は，権力を行使していない
（また，行使し得ない)。それは，現実的主体ではない｡」
６「(第６に）国家の権力とは，常に，条件的で，関係的なものである。そ
の実現は，国家と国家が包括している政治システムとの構造的結合関係，
国家管理層と他の政治諸勢力との戦略的連鎖，および，国家体系をより
広範な環境に結合している相互依存関係と社会的ネットワークの複合的
網の目，これに依拠している｡」
このような将来の国家論への課題を明記しつつジェソップは次のように全
体を締めくくることになる。つまり，「以上の一般的テーゼが真面目に受け止
められるなら,国家の研究は,社会諸関係の構造化に関する一般的な理論的・
経験的作業の深化ともあいまって，一層の展開をみせることになるはずであ
る」し，その場合の研究ポイントが「構造と戦略の弁証を関心軸とした全般
的研究の文脈にあって，その固有の関心領域が国家権力に向けられることを
意味するであろう」（547頁)，と。
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Ⅳジェソップ国家瞼の新基軸と特質
〔１〕以上のようなジェソップ国家論の展開をふまえてまずその新基軸を
洗い出してみよう。そこでジェソップ国家論の論理構造を体系化すると以下
のような５つの層から構成されていると把握されてよい。つまり，まず第１
にその最も基底には，古典的および現代的国家諸理論の批判的検討・分析と
いう内容を含んでいる。その理論的考察対象の中心はいうまでもなくマルク
ス主義的諸国家論におかれているが，マルクス・エンゲルス・レーニンなど
の古典理論から出発しながら，その射程はさらに，パシュカーニスやグラム
シという戦間期の理論や，構造主義およびミリパント・プーランザスという
現代的国家論の最前線にまで及んでいる。その意味でこのジェソップ理論は
極めて広範囲および多面的な国家論論争に立脚していることが明白だが，そ
の中でも，彼の国家理論に強い影響を与えているのは，マルクスによる「資
本蓄稲一国家」という基本図式を一応別にすれば，いうまでもなく，１つは
グラムシによる「ヘゲモニー」概念であり，もう１つは「国家＝社会関係の
１つの凝集性」とみるプーランザス的理解であることは明白であろう。いず
れにしても，ジェソップ国家理論の展開基礎には圧倒的に分厚い学説的基盤
が横たわっていることが印象的だといわざるをえないのである。次に第２の
構造レベルとして，このような繊密な学説検討上での１つの重要な理論焦点
をなす，「国家における，経済決定論と相対的自律性」問題が設置されている
点が特徴的といってよい。周知のように，国家に対する経済的下部樹造から
する一面での「決定＝規定性」と他面での国家によるそこからの「相対的自
律性」というこの論点は，国家論の「アルファでありオメガである」という
意味でまさにその死活問題をなしているが，ジェソップは，すでにふれた多
量の学説的検討をこの「経済決定一相対的自律」ポイントに１つの帰着点を
見出しつつここで深い議論を展開しているといえる。その場合，ここでも「資
本一理論的アプローチ」や「階級一理論的アプローチ」という有力な学説の
批判的クリティークを通して「国家と法の自律性」の考察をすすめていると
把握してよいが，その分析の中から，「異なった制度的編制の同時進行，相互
浸透，相互適用という問題」と「特定の結果を規定している多様な制度と社
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会諸力の相対的重み」の理解・評価こそがこの「経済決定一相対的自律性」
問題解決への鍵に他ならない，という主張を提起することになるわけであろ
う。
そしてジェソップ国家理論の第３の理論構造上の特質は，いまみた「国家
の相対的自律性」問題が「資本利益と国家作用」というヨリ機能論的レベル
で現実化＝具体化されて考察されている点に他ならない。つまり，第２点で
確認したように，彼は「国家と経済過程との相互関係」を，単に「経済過程
一国家」という「決定関係」においてではもちろんなく，しかし同時に逆に
「経済過程一国家」という一方的な「相対的自律性」においてでもなく，「特
定の結果を規定している多様な制度と社会諸力の相対的重み」として現出し
てくる，「異なった制度的編制の同時進行，相互浸透，相互適用という問題」
において分析することの必要性を提起していたが，このような「諸制度的編
制間の総合的・動態的作用過程」こそが，この「資本利益と国家作用」とし
て具体化されていくことになる。そしてこのような問題意識の下に，「所与の
環境にあって，資本蓄頓に必要な諸条件を創造,維持，あるいは回復させる」
ことに集約される「盗本利益」と，それを「政治的代表と国家介入」という
「形態」を通して実現しようとする「国家作用」との対応関係のプロセス分
析が，「議会主義とコーポラティズム」という２つの典型的な｢制度的ルート」
の考察に即して解明されているといってよい。まさにその点で，この「資本
利益と国家作用」論レベルにおいて，「国家と経済過程との相互関係」という
論点が現実的・動態的にあきらかになることによって,｢国家の相対的自律性」
という第２論点が，その具体的・現実的面から明確化がはかられていると整
理可能であろう。そのうえで第４の楢造的特質として，いまみた「資本利益
と国家作用」という現実的関係がさらにそのメカニズム面にまで立ち入って
「蓄積戦略とヘゲモニー的企図」として位極づけられていることが指摘でき
る。換言すれば，「制度的ルート」を媒介して現実的に貫徹していく「資本利
益と国家作用」の，その「運動メカニズム」が最後にさらに考察対象に置か
れているといってよく，その際の基本手段概念として，「蓄積戦略」と「ヘゲ
モニー的企図」というジェソップ開発による２つの「新機軸」が設定される
わけである。つまり，「多様な経済外的前提条件に補完された特定の経済「成
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長モデル」を規定」するとともに「このモデルに適合的な一般的戦略を概括
するもの」としての「蓄讃戦略」と，その「戦略がうまく組み上げられるこ
とによって行使され｣，「なんらかの方法で，重要な社会的勢力のすべての支
持を確保しようとするもの」としての「ヘゲモニー的企図」という，２つの
相互規定的な「国家作用」を軸として，「資本利益と国家作用｣との，弾力的
かつ実質的・構造的関数関係がそれこそ内容的に解明されつつあることにな
ろう。要するに，「経済決定と相対的自律性」－「資本利益と国家作用」とい
うプロセスで進行してきた，「経済過程と国家」との内的関連に関する国家論
の枢軸的問題が，この第４レベルにおいて，今やその「メカニズム」に即し
ていわば最終的に分析されるに至ったと意義づけされるべきだと考えられる。
以上をふまえて最後に第５の理論構造は，「国家の総合規定」が体系的に提
示される総括的レベルだといってよい。すでに具体的にみたように，この構
造次元においては，まず「国家の一般的定義」が，「社会の構成員の共通利益
ないし一般意志」の名目の下に，構成員に対して，「集合的に拘束的な決定を
設定し」「強制する｣，－したがって「直接的政治支配ないし暴力的抑圧と
は異なる」－そういう「諸制度や諸組織からなる弁別的総体」として把握
される。ついで，このようないわば「超歴史的」な「国家の一般的定義」を
前提にしてさらに「｢資本主義的」国家」の特質が特定化され，そのポイント
が，「資本主義的生産中枢からの，国家の制度的分離｣，「強制手段の『制憲化
された」独占｣，「課税国家，法の役割および合理的・法依的官僚制の存在｣，
という３点から絞り込まれていく。こうして，「国家の一般的定義」をふまえ
た「資本主義的国家の特質」が明示されることになるが，そのうえで最後に，
この２つの次元の国家規定に立脚してこそ「現代国家にまつわる６つの一般
的テーゼ」が設定されていくのであって，「国家規定の全体像」がここで総合
的に完結化すると考えてよい。つづめていえば，国家のトータルな概念規定
が，いまや，「国家の一般的定義」一「資本主義の国家類型」－「現代国家の
一般テーゼ」という理論プロセスに沿って，まさに全体的・包括的に解明さ
れるに至ったと結論してよいわけであろう。
以上，ジェソップ国家論を構成する５つの理論構造を確認した。それは，
国家理論のほぼ全分野にまたがるきわめて体系的な榊成を形成しえているこ
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とが明白だが，結局その体系は，《前提基盤》＝「国家理論学説の検討｣，《論
点析出》＝「経済決定と相対的自律性｣，《内容展開》＝「資本利益と国家作
用｣，《展開機構》＝「蓄積戦略とヘゲモニー的企図｣，《全体総括》＝「国家
の総合的概念規定｣，という一連の構造体をなしていることがみてとれる。こ
のような統一的構造体系を形成している点に，新著「国家理論」に集約され
たジェソップ国家理論の新展開が確認可能だとまとめられよう。
〔２〕次にジェソップ国家論のこのような特質をふまえて彼の国家論の成
果＝意義を整理していこう。さてジェソップ国家論のまず第１の意義は，彼
の国家論体系が驚くほど多面的かつ深い学説批判に立脚して構築されている
点である。すでに具体的にフォローしたように，ジェソップは，マルクス・
エンゲルス・レーニンの古典理論はもちろんグラムシやパシュカーニス・フ
ランクフルト学派などの戦間期の国家理論，あるいは西ドイツ・国家導出理
論および構造主義的思考，さらには「ミリバントープーランザス論争｣やフー
コー理論などの戦後の国家論論争，それに加えてコーポラティズムやレギュ
ラシオン理論M)という最前線レベルの新展開をもその視界に取り込んでいる。
その点で，ジェソップ国家論が,国家理論論争史における，「古典理論｣一｢歴
史的展開」－「現代的発展」－「最前線」という，分厚く体系的な学説展開
の遺産を批判的に継承していることがまず見て取れよう。したがって，この
ような彼の理論的考察対象のリストを一瞥しただけでもその理論的背景と土
台の奥深さ・広範さが明瞭だが，しかしそれだけではない。
このような考察射程の広範さを基礎にしてさらに，各理論に対する批判的
メスの鋭敏さも印象的であって，例えばマルクス・レーニンなどマルクス主
義の「聖典」に対しても決してドグマ護持の立場に立つことはなく，そこに
検出される「経済決定的＝道具説的」傾向は容赦なく否定される。また，彼
の理論的立脚点の少なくとも１つは明らかにプーランザス理論にあるが，し
かしジェソップは－もちろんプーランザスの基本的国家規定（例えば「国
家＝社会関係の１つの凝集点」とする理解など）は正当に継承されていくが
－このプーランザス理論に対しても鋭い批判を加えていくのであり，自ら
の成立母胎へも科学的検討の矛先を鈍らせることはない。こうして，彼の先
行理論に対する批判・継承関係におけるスタンスはあくまでも「科学的」姿
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勢を貫くものとなっており，その点で極めて正当なものだといえる。要する
に，ジェソップ国家論は，膨大な国家論論争の歴史的展開に依拠しながら，
その鋭い科学的批判と継承の上に形成されたものであり，その意味で，科学
的な国家理論体系の構築という国家論の現実的課題＝その「準拠点」からし
ても，それには極めて高い評価が与えられると意義づけ可能であろう。
次にジェソップ国家理論の第２の意義として,国家の概念規定が｢重層的＝
体系的」に提示されるに至った点が指摘できる。その場合この重層性は３つ
の榊造的レベルから構成されており，まず第１レベルとして①「国家の一般
的定義」が明確にされている。つまりすでに度々ふれたように，ジェソップ
理論にあっては，「国家の一般的理論」が，（ａ）「国家の本質」＝「｢直接的
政治支配ないし暴力的抑圧」とは区別された「諸制度や諸組織からなる弁別
的総体｣｣，（ｂ）その「機能」＝「特定の階級利益ではなく，「社会の構成員
の共通ないし一般意志」の主張・貫徹｣，（ｃ）その「特質」＝「社会の構成
員に対して，「集合的に拘束的な決定をなし，これを強制する」という特別権
力関係の展開｣，という「本質」「機能」「特質」の３側面から全体的・総合的
に解明されていた６しかもその際に特に注目されるのは，国家の「本質」を，
「国家＝階級支配のための政治的機関」という把握を前提にした，支配階級
利害の貫徹という「通説的」な点に求めるのではなく，「国家＝社会関係の凝
集点」という「形態的｣理解に立脚しながら，それをあくまでも「共通意志＝
一般意志の貫徹」という点に帰結させていることであって，そこにこそ彼の
国家理論の枢軸があるといっても決して過言ではない。周知のように，膨大
な国家学説の展開の中でも，「国家とは何か」という包括的規定についてはそ
の明確な通説はなく，国家のいくつかの側面についてのいわば断片的な規定
が菰み重ねられてきたに止まるが，そのような理論状況にあって，このジェ
ソップの総合的な「国家の一般的定義」は，すぐれた国家本質規定を中核に
して国家の原則的基準を「本質」「機能」「特質」という基本面から過不足な
く適切に提示した，という点で大きな意義があると評価できよう。そのうえ
で第２レベルとして②「資本主義国家の国家類型」が示されていく。よく問
題になるように，国家一般に対する「資本主義国家」の特殊性についてはそ
の規定上論争が断えないが，それに向けて彼は，すでに確認した通り以下の
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４ポイントを強調する。つまり，その（ａ）「存立基盤」＝「国家の資本主義
的生産中枢からの分離」という「国家と市民社会との分離｣，（ｂ）その「支
配方式」＝「支配上の強制手段の「制憲化された」独占」といういわゆる「合
法的支配性｣，（ｃ）その「経済根拠」＝「課税国家の形態をとり，その活動
の経済的マトリクスに貨幣の役割がある｣という｢商品経済的行動様式｣,（ｄ）
その「行政形態」＝「法の役割と，こうした諸活動の行政的マトリクスとし
ての合理的・法依存的官僚制の存在」という「官僚制支配の定着｣，の諸点か
ら「資本主義国家」を「国家一般」から論理的に区別する「資本主義的国家
の類型的特質」が設定されるといってよいが，このようなジェソップの特徴
づけによって「資本主義的国家」が的確に類型化されているといえる。とい
うのも，これまでの通説的理解の中では，「国家の一般的規定」と「資本主義
国家の特殊規定」とがオーバーラップさせられつつ「資本主義国家」がむし
ろ「国家の一般的規定」に解消される傾向が濃厚であった。まさにそのよう
な「歪み」からこそ，例えばレーニン型の「国家＝暴力的抑圧機関」説'5)な
どが支配的にならざるをえない必然性が生じていたが,｢法体系と商品経済と
に立脚しつつ官僚制に基づくいわゆる「合法的支配」を根拠とする」点一
に資本主義国家の体系的・歴史的特殊性の中心を求める,このようなジェソッ
プ理論は，「国家一般に対する資本主義国家の固有性｣の明確な摘出を可能に
しているだけでなく，「国家ゲバルト」説を根底的に克服する意義をも兼ね備
えていると評価できよう。
ついで第３に③第３レベルとして「現代国家の特質」が提起される。換言
すれば，それは，すでにみた「国家一般論一資本主義国家」という２つの国
家理論レベルを基礎にしてさらに「現実」国家を具体的に分析する際の「理
論的準拠点」に他ならないが，すでに立ち入って確認したようように，主に
以下のような諸点が示されていく。例えば，（ａ）「多元的規定性」＝「極め
て複雑に分化している」「現代国家」では「いかなるサブ・システムも，構造
的に，「最終的審級において決定的なもの」とはなり得ない」という「現代国
家における多元的性格｣，（ｂ）「体制維持の主体性」＝「現代社会の多様な制
度的編制のなかで，国家こそが，最終審級において，この社会の相互依存関
係の管理に責任を負っている」という「現代国家のもつ体制維持への「責任」
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性｣，（ｃ）「権力関係の多元性」＝「行動しているのは，国家ではな」<，そ
の「権力（多元的な）は，個別の局面に占める一定の政治的諸勢力の作用を
媒介として作動している」という「現代国家をめぐる権力関係の複合性｣，な
どという論点であって，このような「準拠点」の提示によって，「現代国家」
分析には，単に「国家の一般的規定一資本主義国家の類型規定」だけでなく，
それに加えて，「現代国家としての特殊規定」の媒介が不可欠なことが明確に
されたといってよい。つまり，このような「特殊規定」の導入を通して，「現
代国家｣を｢資本主義国家一般｣からさらに質的に区分する，「現代国家の｢現
代」的特質」が一層立ち入って明らかになるわけであり，そこから，それぞ
れに特有な政治状況・権力配置に潤色された「現代国家」の現実分析（例え
ば「現代日本国家分析」や「現代アメリカ国家分析」などという固有規定を
有した国家論）への道も，初めて拓かれていくというべきであろう。そうで
あれば結局，このジェソップ国家理論においては，国家規定における，「一般
的定義」－「資本主義的類型性」一「現代的特殊性」という「３層的論理構
成｣'6)からなる,優れた国家分析手続が提唱されていると総括されてよいので
あり，このようないわば「国家論の３段階論」とでも名付けるべき方法論が
開発されている点にこそ，まさに評価されるべき，彼の国家論の第２の体系
的意義があると結論できるように考えられる。
最後に，ジェソップ国家理論の第３の意義として，国家論における１つの
中枢的「難問」をなす「資本利益と国家作用の対応関係」論点に関して，極
めて独創的な体系的領極論が提出されたことが指摘できよう。いうまでもな
く，国家がどのような「階級・階層・集団・グループ」の利益を代表するか，
あるいはそのような特定の対応関係は存在しないのか，また，もし「代表す
る」としたら「どのような方式」を通してなのか~という問題は，国家論
のいわば中枢的論点に他ならない。まさにこの「難問」に対してこそ，様々
な国家理論はその合理的な「解答」を試みてきたといってよく，その意味で
この「資本利益と国家作用の対応関係」は国家論における少なくとも１つの
「試金石」だといっても決して過言ではない。その場合，ジェソップは一定
の「対応関係＝代表関係」をもちろん認めるが，しかしその「代表方式」と
しては，例えば「国家道具説」における「国家＝支配階級の利害貫徹のため
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の１つの「道具｣」という理解やあるいは「国家＝階級抑圧のための１つの暴
力装置」というレーニン型の「ゲバルト国家論」把握に顕著な，「資本利益と
国家との「一元的・直接的」対応関係」という図式を強く拒否している。そ
うではなく，先にもフォローしたように，むしろ，「国家が資本主義的中枢か
ら制度的に分離していること」によって「(資本利益もその１つの典型的タイ
プをなす）いかなるサブ・システムも，構造的に，「最終審級において決定的
なものとはなり得ない｣」ため（資本利益という特定のファクターのために直
接的に）「国家が権力を行使しているわけではない」とされる。こうして,ジェ
ソップによれば，「国家は，資本の論理に直接的に従属していないし，また階
級諸勢力の単なる道具でもない」（373頁）という結論が導出され，したがっ
て国家の基本的構造そのものからして「直接的代表方式」は当然のこととし
て排除されるが，しかし他方で彼は，「国家こそが，最終審級において，この
社会の相互依存関係の管理に責任を負っている」こと，しかもその「責任性」
の中で「国家が異なった政治的諸勢力にあって，中立的位圃にない（そのよ
うなものではあり得ない)」ことを承認する以上，「国家による資本利益の代
表」に関する独自な「方式」を積極的に提示せざるをえないこととなる。い
わば「｢間接的・弾力的」代表方式」の主張に他ならないが，それこそ，極め
て斬新な意義を有する「蓄頓戦略とヘゲモニー的企図」という概念装置だと
いってよい。
すなわちすでに具体的にみたように，「国家の階級的性格は,階級戦略と国
家の関係によるものである」という基本視角に立脚して，（ａ）まず「国家と
戦略」＝国家は，様々な「戦略的選択性の体系」として「ひとつのシステム
をなし，その構造と行動様式は，他にまして，あるタイプの政治戦略に開か
れたシステム」をなすという点で，「国家体系とは，戦略の場であ」るととも
に「戦略が練り上げられる場である」とされる。つまり，国家とは，様々な
利害を色濃く反映した諸勢力の「戦略」の対立・矛盾・調整・闘争・妥協の
「場」だと位置づけられるが，そのうえで「資本の集合的利益」が，単純に
資本家階級の経済的利害に平面化されるのではなく，（ｂ）｢蓄積戦略の意味｣＝
「多様な経済外的前提条件に補完された特定の経済「成長モデル」を規定す
るもの」という点から，「個別資本間の偶発的な利害共同体を確立する特殊な
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蓄稲戦略」において論理化されていく。その意味で「資本利益」も，国家と
いう「戦略の場」においてその主導権を争い合う，「蓄積戦略」というネーミ
ングを与えられる「個別戦略」の１タイプへ還元されるわけだが，そのうえ
で，（ｃ）「経済的ヘゲモニー」＝「このような戦略がうまく組み上げられる
ことによって行使される経済的ヘゲモニーは，単なる経済的支配や，最終審
級における，産業資本の循環による経済的決定とは区別される」として，こ
の「経済的ヘゲモニー」の「総体的資本主義的性格」が確認されると同時に，
さらに「経済的ヘゲモニーは，蓄薇戦略の一般的承認を媒介として成立する
経済的指導力に由来する」（287頁）という側面から，その「社会的承認性」
も示されるといってよい。それを前提にして，以上のような「蓄積戦略」に
集約される「資本利益」を広く「一般利益＝共通利益」にまで社会的に上昇
させるために，（。）「ヘゲモニー的企図」＝「経済的に支配的階級ないし階
級分派」が「ヘゲモニー勢力」となって展開する，「なんらかの方法で，重要
な社会的諸勢力のすぺての支持を確保しようとするものである｣｢ヘゲモニー
的企図」が試みられる事情も明瞭にされよう。以上のような理論的プロセス
を通じて，「国家に「よって｣」ではなくまさに｢国家という「場を通して｣」＝
「国家という「承認を受けて｣｣，あくまでも１つの個別的なものにすぎない，
資本家階級の「総体化」された「蓄積戦略」が，社会全体を代表するまさに
「一般意志」＝「共通意志」として確定されていくわけである。
こう考えてくると，このジェソップ理論において，「資本利益と国家作用の
対応関係」という国家論の中枢的難問に対して，1つの新機軸が打ち出され
ていることが確認できよう。すなわち，この難問の「解決」へ向けて，一方
では，「資本利益一国家作用」という「一元的・直接的」な硬直した「対応関
係」を克服するとともに，他方では，その「対応関係」を不確定性の中に解
消してしまう方向をも拒否しつつ，新たな「第３の道」を構築したものとし
て評価できる。あらためてつづめていえば，「戦略の「場」としての国家」－
「資本利益を組み上げた「蓄澗戦略｣」－「資本主義的「蓄積戦略」の社会的
「承認」化」－「｢ヘゲモニー的企図」による社会的「支持」確保｣，という
「重層的．複合的・機能的・形態的」方式を武器とした極めて斬新かつ説得
的なロジックによって，かの「難問」は見事にその「解決」へのルートが敦
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かれたと意義づけ可能であろう。こうして，何よりもこの「資本利益と国家
作用の対応関係」の解明という意義こそ，1990年代国家論論争の最先端水準
を代表する，ジェソップ国家理論の最大の成果であるように思われる。
〔３〕最後に，以上のようなジェソップ国家理論の「論理構造」と「意義」
を前提にしたうえで，そこになお残された「問題点」は何か。まずその問題
点の第１は，「現代国家としての規定性｣に不明確性が否定できない点であろ
う。確かに,彼の国家論体系の中には｢現代国家にまつわる６つの一般的テー
ゼ」が設定されており，しかもそれがきわめて重要な意義をもっていたのは
すでに砿認した通りだが，「現代国家」を国家一般や資本主義国家と何らかの
意味で区別するこのようなジェソップの視点が，「現代」についてのどのよう
な体系的規定性から導出されているかはかならずしも明断とはいえない。換
言すれば，「現代国家」の「現代性」を決定づける歴史的条件が的確には示さ
れていないわけであり，そこになお問題点を残していよう。その場合，この
「現代国家」における「現代的」規定性は，「国家理論」の内的論理から自己
展開してくるものでは決してありえなく，あくまでもその「外部」から－
国家を巡る政治・経済関係の変化という形で－生成してくる他ないかぎり，
この「現代的」規定性を明確にするためにはまず何よりも「経済学」方向か
らする体系的な｢現代資本主義論」こそが不可欠なのである。こうして，ジェ
ソップ国家理論を基礎づけるその「方法論」をさらに補完・拡充するために
は，「現代資本主義論｣の整備が緊急の課題だという展望が表れてくるといっ
てよい。
そのうえでジェソップ理論の第２の問題点は，極めて重要な成果がみてと
れた「蓄稲戦略」概念に関して，１つだけ「理論の空隙」が無視できない点
であろう。繰り返し指摘したように，国家を「実体規定」においてではなく
様々な「戦略」の闘争・調整の「場」という「形態＝関係規定」において把
握しつつ，この「国家＝場」という舞台上で，「資本利益」に立脚する「蓄積
戦略」がヘゲモニーを掌握する事態一を指してこそ「資本利益の国家への
反映」を理解するという彼の理論構図には大きな意義が確認できたが，その
際,理論的環として１つだけ連続性を欠いているのは，「蓄秋戦略｣が，「｢場」
としての国家」において断えず「勝利」を獲得し続けて覇権を継続化しえる
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根拠は何か，というポイントに他ならない。もしこのポイントが明瞭になら
なければ，「資本利益」に立脚した「蓄積戦略」の支配化を安定的には設定で
きず，したがって「資本利益の国家への（間接的）反映」が構造的には解明
されなくなるが，ここでも注意すべきは，資本主義体制における「蓄菰戦略」
のこのような「安定的勝利」の根拠は，決して国家理論「内部」から明らか
にはならず，資本主義経済の構造的特殊性という方向に即してあくまでもそ
の「外部」から解明される以外にない，という点であろう。つまり，資本主
義経済にあっては，「商品・貨幣・資本」という流通形態をその｢形態的装置｣，
「資本の生産・流通・再生産過程」という実体過程をその「実体的根拠｣，そ
して「利潤・地代・利子範嬬」という競争メカニズムをその「運動的機構」
とする，「価値法則体系｣'7)が資本主義の運動法則として体制的に展開してい
くが，まさにこの「価値法則」の体制的貫徹を通じてこそ，資本主義的階級
関係と「資本利益」の継続的な再生産が保障されると考えてよい。言い換え
れば，「資本利益」の優位性が，このような帰結を必然的に生み出す「価値法
則」の展開上で確実に保障されるからこそ，資本主義経済においては（この
「資本利益」に立脚した）「蓄稲戦略」の継続的「勝利」も体制的に制度化さ
れるといってよく，したがってそうであれば，このような「価値法則の体制
的展開」として表現される資本主義経済の構造的特殊性の明確化によっては
じめて，ジェソップ理論に残存していた理論的「空隙」もヨリ適切にカバー
されていくように考えられる。
以上を前提としてジェソップ国家理論の最後の第３問題点は,彼による｢蓄
積戦略一ヘゲモニー的企図」という概念装置がいわゆる「国家の支配正統化」
という視角から総括される必要がある点である。すでにみたように彼の「ヘ
ゲモニー的企図」という規定の中には「重要な社会的諸勢力のすべての支持
（の）確保」という意味合いが含有されていて，そこから「支配正統化」ま
での距離はごく僅かだとみてよいが，大きな成果をあげた「蓄積戦略一ヘゲ
モニー的企図」全体をこの「支配正統化」と内的に結合させて論理構築を図
る意図は，彼にはまだ弱い。しかし，「蓄籾戦略一ヘゲモニー的企図」という
ジェソップ理論の斬新な概念装世は，それに媒介されて実現される「資本利
益と国家作用の対応関係」に対して「一般意志＝共通意志」としての大義名
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分＝「正統性」を「公的」に付与する，というヨリ体系的な「正統化機能」
の方向からも，さらに決定的に重要な意味を持とう。むしろ積極的にいえば，
このような「国家支配の正統化｣機能に関するその具体的｢作用メカニズム」
体系としてこそ，この「蓄稲戦略一ヘゲモニー的企図」概念はその適切な位
置づけを得るべきであろう。要するに，ジェソップ理論の枢軸をなす「蓄稲
戦略一ヘゲモニー的企図」規定の適用領域・射程の拡張化と，国家理論の中
心論点である「国家の支配正統性」問題へのその接続化にこそ，継承すべき
我々の課題があると考えられる。
おわりに
筆者は，先に，ジェソップの前著「資本主義国家」を素材にして彼の国家
論における80年代型到達点を確認する作業を行った。そこで，本稿で試みて
きたジェソップの新著「国家理論」に対する検討結果を，彼の前著での到達
点に対質化させることによって，ジェソップ国家論の90年代型成果を最後に
総合的に位置づけておきたい。さて前稿ではジェソップ国家論の意義は以下
のように整理された。つまり，まず「意義の第１は，プーランツァス国家論
を批判的に検討しつつ，その理論的克服・発展という展望の中で（換言すれ
ばマルクスーグラムシープーランツァスの線上で）論理展開をはかっていこ
うとする点であ」り，「そのうえで第２の意義は,国家機能論に関して,国家＝
体制の『凝集性」の軸点一換言すれば体制組織化の主体一という本質を
ふまえつつ，その「代表一介入」（作用）・「支持一抵抗」（ルート）・「官
吏一人民」（装置）という３方向から，トータルかつ現実的に解明する構成が
とられている点｣'8)，が指摘されていた。そうであれば，先行学説の適切な検
討・継承という「第１の意義」がすでに立ち入って確認したように今回の新
著においても同様に検出できたのに対して，「国家機能論」に関する「第２の
意義」については，前著での「作用・ルート・装置」概念から構成される「国
家機能図式」論が，この新著の中で，（｢蓄積戦略一ヘゲモニー的企図」とい
うヨリ動態的・メカニズム論的な概念装置を設定することによって）さらに
奥行きを持った「組織運動構造」論にまで深化させられていることが明瞭で
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あろう。
そうであれば，前著におけるジェソップ国家論の「1980年代型到達点」は，
新著によってさらに一層の発展・拡充が可能になっていると把握してよいの
であり，したがってその意味で，今回の新著・ジェソップ「国家理論」は現
代国家論論争におけるいわば「90年代型到達点」を告知するものになってい
ると結論可能なように思われる。
１）拙著「国家論の系譜」（世界書院，1987年）第６章第３節を参照のこと。
２）ボブ・ジエソツプ｢資本主義国家｣(田口・中谷・加藤・小野訳,御茶の水書房,1983
年)。
３）ボブ・ジェソップ「国家理論資本主義国家を中心に」（中谷義和訳Ｊ御茶の水書房，
1994年)。
４）この給争について詳しくは，前掲，拙著『国家論の系譜」第６章第２節をみられた
い。
５）彼の理論についてはミリパント｢現代資本主義国家論｣(田口富久治訳,未来社,１９７０
年）を参照。
６）例えばプーランザス「資本主義国家の構造」Ｉ．Ⅱ（田口・山岸訳,未来社,１９７８．
８１年）をみよ。
７）グラムシ国家論については,石堂清倫訳「グラムシ獄中ノート」（三一番房,1978年）
の他，リュックスマン「グラムシと国家」（大津真作訳，合同出版，1983年)，前掲，
拙著『系譜」第５章第２節を参照。また石堂・いいだ・片桐編「生きているグラムシ」
（社会評鰭社，1989年）も参考になる.
８）パシュカーニス「法の一般理論とマルクス主義」(稲子恒夫訳，日本評論社,1958年）
をみよ。
９）プーランザスは「現代マルクス主義にとって，利用可能な法と国家および法一政治
イデオロギーの最も豊かな研究の１つを開拓した」（前掲，ジェソップ｢国家理論｣105
頁）と高く評価される。
10）この「道具脱」の歴史的源流について詳しくは，前掲，拙著「系譜」第１章第２節
などを参照せよ。
11）コーポラティズム国家理論については,シュミッター・レームプルッフ編｢現代コー
ポラテイズム」Ｉ（山口定監訳，木鐸社，1984年）の他，前掲，拙箸「系譜」第６章
第３節を参照のこと。
12）この点に関して,｢駿会主義とコーポラテイズムが矛盾の統一のうちに結合した混成
形態」（前掲，ジェソップ「国家理論」178頁）として「トライパーテイズム」という
概念が設定されている。
13）ここで問題となっているヘゲモニー概念の古典的理解について詳しくは，グルッピ
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「グラムシのヘゲモニー論」（大津真作訳，合同出版，1979年)，前掲，拙著「系脳」
134～144頁をみられたい。
14）例えばポワイエ「レギュラシオン理論」（山田鋭夫訳，新評論，1989年）などが参考
になろう。
15）その代表的見解は，レーニン「国家と革命」（宇高基輔訳，岩波文庫版）５０頁などに
明白である。
16）このいわば「国家輪の三段階論」に関しては，前掲，拙箸「系譜」終章第２節を参
照のこと。
17）この「価値法則論」の展開について詳しくは，拙著「価値法則論体系の研究」（多賀
出版，1991年）を参照されたい。
18）前掲，拙著「系譜」179頁。
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